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個人情報の保護に関する法律の施行に係る条例の整備について 

 １ 経過及び概要 

「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律」が、令和３年５月に公布され、「行

政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」及び「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関

する法律」を、「個人情報の保護に関する法律」（以下「法」という。）に統合するとともに、地方公共団

体の個人情報保護制度についても統合後の法において、全国的な共通ルールが規定されました。 

地方公共団体の個人情報保護制度は、これまでそれぞれの個人情報保護条例に基づき運用してきまし

たが、改正法が施行される令和５年４月１日以降は、法に基づき運用することになります。 

２ 条例の見直し 

  本市の個人情報保護制度は、令和５年４月からは法に基づき運用することになるため、条例について

は、法の施行に必要な事項について定める見直しを行います。７月に鳥取市情報公開制度等審議会を設

置し、条例の規定内容について取りまとめ、９月から１０月にかけての市民政策コメント等により市民

の意見を募集します。条例案については、市議会１２月定例会に提案する予定としています。 

３ 見直しの内容 

(1) （仮称）鳥取市個人情報保護法施行条例 

① 本人開示等請求における手数料（法第89 条第2 項） 

法は、地方公共団体の機関に対し開示請求をする者は、条例で定めるところにより、実費の範

囲内において条例で定める額の手数料を納めなければならない旨規定しています。 

【方向性】 

情報公開の推進とこれまでの市民サービス維持の観点から、市民に対し手数料の負担を求める
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のは適当でないため、現行どおり手数料は無料とし、保有個人情報の写しの作成及び送付に要す

る費用の負担を求めることとします。

② 行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約における手数料（法第119条第3 項及び第4 項） 

法は、提案に基づき行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を地方公共団体の機関と締結

する者は、条例で定める額の手数料を納めなければならない旨規定しています。 

行政機関等匿名加工情報に係る提案募集は、地方公共団体においては、都道府県及び指定都市

以外の実施は任意となっています。これは地方公共団体において十分な知見を持った人材がいな

いこと等により、適切な運用の確保等が課題となっているためです。 

【方向性】 

市が保有する個人情報は、市民の権利利益を守るために慎重に扱う必要があるため、行政機関

等匿名加工情報に係る提案の募集等は、現段階では実施しません。したがって、行政機関等匿名

加工情報の利用に関する契約における手数料については規定しません。 

※行政機関等匿名加工情報制度 

行政機関等匿名加工情報は、行政機関等が保有する個人情報を特定の個人を識別することが

できないように個人情報を加工し、かつ、当該個人情報を復元することができないようにした

情報であり、事業者等からこの情報の利用に関する提案があった場合に、これを審査のうえ提

供する制度。 

③ 「条例要配慮個人情報」の内容（法第60 条第5 項） 

法で定める「要配慮個人情報」に加えて、地域の特性その他の事情に応じて、当該地方公共団体

の条例で規定することができます。ただし、法に基づく規律を超えて地方公共団体による取得や提

供等に関する固有のルールを付加したり、個人情報取扱事業者等における取扱いに固有のルールを

設けることはできません。 

【方向性】 

現行条例の要配慮個人情報は、法と同じ内容になっています。地域の特性等により条例に定め

るべき具体的な記述は現時点で見当たらないため、「条例要配慮個人情報」については規定しま

せん。 

※要配慮個人情報 

本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人

に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するも

のとして政令で定める記述等が含まれる個人情報。 

④ 個人情報取扱事務登録簿の作成・公表に係る事項（法第75 条第5 項） 

法は、個人情報ファイル簿を作成し、公表しなければならない旨規定しています。また、法は、

地方公共団体の機関が、条例で定めるところにより、個人情報取扱事務登録簿を作成し、公表する

ことを妨げるものではない旨規定しています。

【方向性】 

本市では、「個人情報取扱事務登録簿」を作成し、閲覧に供しています。法施行後は、「個人情

報ファイル簿」の作成・公表が義務付けられるため、「個人情報取扱事務登録簿」を廃止し、「個

人情報ファイル簿」の作成・公表に移行します。

※個人情報取扱事務登録簿

行政機関等が行う個人情報取扱事務について、個人情報取扱事務の名称、目的及び対象者の範
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囲、取り扱う個人情報の項目、個人情報の収集先等を登録した帳簿。

※個人情報ファイル簿 

行政機関等が保有している個人情報ファイルについて、個人情報ファイルの名称、利用目的、

記録項目、記録情報の収集方法等を記載した帳簿。 

⑤ 開示等請求における不開示情報の範囲（法第78 条第2 項） 

保有個人情報の開示請求に係る不開示情報について、法と鳥取市情報公開条例（以下「情報公開

条例」といいます。）の整合を図る規定を条例に設けることができます。

【方向性】 

法と情報公開条例の不開示情報の規定には違いが見られますが、法の不開示情報の規定により

情報公開条例と同様の開示・不開示の判断ができるため、不開示情報の整合を図るための規定は

設けません。一方で、法にある不開示情報の規定で情報公開条例にないものや範囲の異なるもの

があるため、情報公開条例の規定を見直し、個人情報保護制度と情報公開制度の整合を図りま

す。 

⑥ 開示請求等の手続について（法第108 条） 

法は、開示決定等、訂正決定等及び利用停止決定等は、請求があった日から30日以内にしなけれ

ばならない旨規定し、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、その期間を 30 日以内に

限り延長することができる旨規定しています。一方で、条例に規定することにより、開示決定等、

訂正決定等及び利用停止決定等を行う期限を改正法で定めた日数より短い日数とすることが可能

です。 

【方向性】 

開示決定等の期限は、法は開示請求があった日から 30 日以内と規定していますが、本市では現

行どおり 15 日以内とします。また、訂正決定等及び利用停止決定等の期限については、現行どお

り法と同じ30日以内とします。 

⑦ 審査会等の審議事項について（法第129条） 

法は、条例で定めるところにより、地方公共団体の施策を講ずる場合その他の場合において、個

人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると

認めるときは、審議会その他の合議制の機関に諮問することができる旨規定しています。

【方向性】 

個人情報保護制度の適正な運用を図るため、安全管理について講ずる措置を定めようとする場

合や個人情報の取扱いに関する運用上の細則を定めようとする場合などにおいて、専門的な知見

に基づく意見を聴くことが特に必要であるときに鳥取市情報公開・個人情報保護審査会に諮問す

ることができる仕組みを導入します。 

⑧ その他 

  ア 適用範囲 

市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審

査委員会、水道事業管理者、病院事業管理者とします。議会は、法が適用されないため、本条

例の適用対象から除きます。 

 イ 運用状況の公表 

個人情報保護制度の各実施機関における運用状況の公表について、引き続き規定します。 

(2) 鳥取市情報公開・個人情報保護審査会条例 

鳥取市情報公開・個人情報保護審査会は、学識経験者により構成され、個人情報の取得に関する事
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項、目的外利用等に関する事項、電子計算機等の結合に関する事項及び審査請求に関する事項につい

て、調査及び審議をすることとしていますが、法の施行により所掌事務を見直す必要があります。

【方向性】 

審査会の所掌事務について、法に規定がない個人情報の取得に関する事項、目的外利用等に関す

る事項、電子計算機等の結合に関する事項を削除するとともに、個人情報の適正な取扱いを確保す

るため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認められる事項を加えます。 

(3) 鳥取市情報公開条例 

   第７条各号において、行政文書の開示請求に係る不開示情報を規定しています。法にある不開示

情報の規定で、情報公開条例にない規定や範囲が異なるものがあります。 

【方向性】 

法及び行政機関の保有する情報の公開に関する法律の規定と整合を図るため、情報公開条例の不

開示情報の規定を見直します。（情報公開条例第７条） 

見直し案 現行 

 法令又は条例（以下「法令等」という。）の規定又は実施
機関が法律若しくはこれに基づく政令の規定により従う義務
を有する指示（地方自治法第２４５条第１号へに規定する指
示その他これに類する行為をいう。）により、公にすること
ができないと認められる情報 

 法令又は条例（以下「法令等」という。）の規定により、
公にすることができないとされている情報 

 個人に関する情報であって、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げ
る情報を除く。 

 個人に関する情報であって、公にすることにより、なお個
人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる
情報を除く。 

ウ 当該個人が公務員等である場合において、当該情報がその
職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該
公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分

（追加） 

 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の
公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがある情報 

 公にすることにより、犯罪の予防、捜査その他の公共の安
全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがある情報 

（削除） 国等との間における協議、協力、依頼等に基づいて実施機
関が作成し、又は取得した情報であって、公にすることによ
り、国等との協力関係又は信頼関係が著しく損なわれるおそ
れがあるもの

公にすることにより、国の安全が害されるおそれ、他国若
しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若
しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがある情報

（追加） 

市の機関又は国等が行う事務又は事業に関する情報であっ
て、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務
又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を
及ぼすおそれがあるもの 

実施機関が行う事務又は事業に関する情報であって、公に
することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業
の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすお
それがあるもの 

ア 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に
係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は
違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困
難にするおそれ 

ア 監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事
実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を
容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市又は国等の財産
上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市の財産上の利益
又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

オ 市若しくは他の地方公共団体が経営する企業又は独立行政
法人等若しくは地方独立行政法人に係る事業に関し、その企
業経営上の正当な利益を害するおそれ 

オ 市が経営する企業に係る事業に関し、その企業経営上の正
当な利益を害するおそれ 

（削除） 実施機関（市長、水道事業管理者及び病院事業管理者を除
く。）並びに議会の委員会、市の執行機関の附属機関及びこ
れ らに類するもの（以下「合議制機関等」という。）の会
議に係る審議資料、議決事項、会議録等に記録されている情
報であって、当該合議制機関等の設置目的に照らして、公に
することにより当該合議制機関等の公正かつ円滑な議事運営
が著しく損なわれると認められるもの
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